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1 産業革命以前の英国では、農業が経済活動の中心であり、労働人口の 56%が農業に従事し、所















































































                                                  
4 全要素生産性を利用した成長会計の分析のサーベイとして Hulten (2010)を参照。また研究開





































想の源泉として、日米ともに非常に重要な役割を果たしている（Walsh and Nagaoka  
(2009)） 。知識の生産過程では、このような知識のスピルオーバーも極めて重要である
7。内
                                                  
6 価格(p)が限界費用(MC)を上回っている場合、労働の限界生産力（MPL）は実質賃金より高くな



































                                                                                                                                                  
















































３．２  競争メカニズム 
企業間の競争は生産性の向上とイノベーションに強い影響を与える。重要な競争メカニ
                                                  
10 外部から購入した特許権などは資産化されている。 
11 http://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2009/index.html 






































                                                  






































                                                  
14 垂直分割が何故重要であるかの経営者の見解として、Grove (1996)を参照。垂直分割による
独立した管理権を創出することの重要性については、 Hart(1995)を参照。 またコミットメントの
仕組みとしての説明は Chen  (2005)を参照。｢水平分業｣と呼ばれていることも多いが、英語では
Vertical disintegration である。  
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４．１  生産性分析 
最初の３つの論文は、JIP データベースによる生産性分析を行っている。深尾(2010)は、
1970 年から 2006 年までの約 40 年間にわたる日米の生産性の上昇率を比較している。その
分析によれば、主な結果は次のとおりである。 






(2) 産業別に見ると、1990 年代以降 TFP 上昇が急落したのは製造業の方であった。非製造
業で問題なのは、1970 年代以来一貫して TFP 上昇が低迷していたことであった。 
(3) より詳細な産業別に TFP 上昇を他の主要国と比較すると、日本における情報通信技術
（ICT）生産産業では、米国や韓国と同様に高い TFP 上昇を記録した。しかし、流通業や電
機以外の製造業など ICT 投入産業において、TFP 上昇が 1995 年以降下落した。なお、他の
先進諸国と比較して、日本ではそもそも ICT 投資の対 GDP 比が長期にわたって停滞してき
た。 



































ンピューター化された情報（computerized information） 、革新的資産（innovative 
property） 、及び経済的競争力（economic competency）である。 




この無形資産の経済成長への寄与を成長会計で見ると、 その寄与率は、 80 年代後半以降徐々
に低下している。 















































































４．３  起業システムと産業クラスター 

















減と簇業・成長・集積に向けた Eco-system としての「軍需－MIT－ARD（American  Research 
Development Corporation） 」というボストンモデル構築にいたる必然性を明らかにしてい
る。 
(2) ボストンモデルは、Silicon  Valley を生み出しただけでなく、スタグフレーションか
らアメリカ経済の再生を狙う Cloning Silicon Valley 政策として全米に展開され、オース
ティンなどハイテク産業形成の成功事例が出現する。 そこで、 こうした成功事例を踏まえ、
そのモデル化を試みた先行研究を整理し、Eco-system 構築モデルの提示を試みている。 
(3) 最後に、地域における Eco-system と Regional Innovation System（RIS）との差異を
















(2)  TAMA および京滋地域における企業アンケート調査によって得られたデータを用いて分
析すると、製品開発型中小企業は、特許出願や新製品開発などの研究開発成果が多いとと
もに、産学連携、対大企業連携、対中小企業連携を研究開発成果に活用する力があること
                                                  
16 ボストンにおけるハイテク・エコシステムの構築を進めた K・コンプトン、 「シリコンバレー







































































（Information and Communication Technology）を組織の“中枢神経系”としてなぜなか
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